
４ いきいきと暮らし働くことのできる活力ある大分県

①農林水産業の構造改革
（単位：千円）

○「The・おおいた」ブランド確立に向けた商品（もの）づくり

631,620

(611,776)

14,536

(0)

6,813

(0)

葉たばこの廃作に伴う転換作物として、豊後大野市が推進しているさ
といもの生産体制の強化、加工品開発と販路拡大の取組を支援する。
(補助率１／２)

当 初 予 算 の 概 要 所管課

115
次世代を担う園芸産地整
備事業

産地規模の拡大により、流通市場での価格形成をリードできるよう、
こねぎなど戦略品目のさらなる産出額アップに向けて、栽培施設等の整
備に要する経費に対し助成する。
【新】大規模リース団地施設 こねぎ（宇佐市）、トマト（日出町）
【新】広域集出荷施設 かんしょ（臼杵市）

トマト（九重町）→３月補正対応

園芸振興室

園芸振興室

117
園芸品目ブランド確立推
進事業

園芸戦略品目等の生産額の拡大に向けた課題を解決するため、生産者
組織が行う品質向上などの取組に対し助成する。
・高糖度かんしょ 苗供給体制の整備による品質向上
・バラ 部会及び品種統一による販売単価向上
・ぶどう 新品種（ｼｬｲﾝﾏｽｶｯﾄ）の高品質・高価格の維持

園芸振興室

116
ハウス内環境制御技術普
及促進事業

収量や品質の向上など収益性を改善するため、ハウス内の光合成量を
増やす技術を普及するとともに、栽培環境データの管理に必要な測定機
器等を導入する生産者に対し助成する。
・対象品目 いちご、トマト、にら、水耕こねぎ、バラ

平成２５年度
当初予算額
平成２４年度
当初予算額

事 業 名

特

特

地

4,146

(0)

2,234

(0)

55,134

(325,639)

10,020

(8,700)

4,260

(0)

25,883

(0)

14,451

豊後大野さといも産地活
性化推進事業

(補助率１／２)
・優良種苗供給体制の構築、栽培マニュアルの作成等支援
・小袋包装機の整備等への支援
・食品加工企業が行う商品開発や展示会出展経費助成

園芸振興室
工業振興課

県外市場における県産和牛の評価を高め、販売拡大に繋げるため、高
品質牛の県域選抜出荷体制を構築する。（補助率 １／２）
・オレイン酸測定機器の整備費助成
・銘柄統一にあわせた県外フェアの開催費、販促費助成 など

畜産振興課

畜産振興課

123
県産和牛流通総合対策事
業

120
大分の茶産地強化対策事
業

「おおいた茶」のブランド確立に向け、産地の規模拡大と省力化、品
質の向上を図るとともに、緑茶飲料メーカーとの連携に基づく新たな茶
産地づくりに取り組む農業法人等に対し助成する。

園芸振興室

119 わさび生産拡大推進事業

高齢化等により生産量が減少している津江地域特産のわさびの産地を
拡大するため、生産者組織の取組を支援する。（補助率 １／２）
・畑わさびの栽培施設の整備、播種機の導入
・林間わさび種苗供給ほ場の整備

園芸振興室

118

121 環境保全型農業推進事業

環境負荷を軽減し、環境と調和のとれた農業を推進するため、化学肥
料や農薬の低減を図る営農活動を支援する。
「ｅ－ｎａおおいた農産物」の普及や総合的な病害虫・雑草管理技術
の導入による環境保全型農業の拡大を図るため、生産者団体等の取組を
支援する。

おおいたブラ
ンド推進課

124
県産和牛品質向上対策事

県産和牛の評価を高めるため、超音波画像診断等により選抜された肥
育牛に肉質を高める飼料（ライスオイル）を給与する生産者に対し助成
する。

若年層の地産地消を推進するため、コンビニエンスストア等と協働し
地域食材を利用した商品を開発する。
直売所の活性化を図るため、販促活動の共同化や販売協力に向けた意
見交換会や講演会を開催する。

おおいたブラ
ンド推進課

122
地産地消運動活性化推進
事業

特

特

地

特

14,451

(0)

畜産振興課124
業 ・１頭あたり６千円（補助率 １／２）



26,880

(31,164)

19,731

(0)

378,768

(39,998)

15,500

(0)

○次代を担う力強い経営体づくり

28,130

(0)

県産水産物の付加価値向上による販売拡大を図るため、県漁業協同組
合等が行う県産魚の利用拡大に向けた取組等を支援する。
（補助率 １／２）
・食べやすい県産魚の加工品開発と販売ＰＲ
・病院、福祉施設の給食利用促進に向けた協議会設立
・かぼす果皮等を利用した飼料生産機械整備 など

漁業管理課

125 肉用牛繁殖経営支援事業

繁殖農家の経営安定に向けて、高能力な繁殖雌牛の導入を促進する。
【特】市場評価の高い素牛の安定的な供給を図るため、オレイン酸生成
能力に優れた繁殖雌牛の増頭を行う農家に対し助成する。
・高能力牛の増頭 １５０頭 ４２千円／頭（補助率 １／３）

畜産振興課

126

(森林環境税活用事業）

合板用材の販路を拡大するため、スギ丸太等の船舶輸送に取り組む企
業等に対し陸上輸送との差額の一部を助成する。
木材需要が急増している中国など東アジアをターゲットとして、関係
団体等が行うスギ丸太等の海外輸出の取組に対し助成する。

木造建築物等建設促進総
合対策事業127

林産振興室

128
県産魚販売総合力向上事
業

県産材の需要拡大を図るため、住宅建設での地域材の利用拡大に取り
組む工務店に対し助成する。
【新】森林整備加速化・林業再生基金を活用し、地域材を使用した公共
建築物の建設等に対し助成するとともに、産学官と連携し新製品の開発
等に取り組む事業者に対し助成する。（補助率 １／２～１０／１０）

農山漁村・担
い手支援課

129
地域育成型就農システム
支援事業

地域で新規就農者を受入れ、生産者自らが育成する体制を構築するた
め、就農学校の設立に必要な栽培施設の整備や指導者の配置を行う生産
者組織等に対し助成する。（補助率 １／６～１／２）
・こねぎ（国東市）、ぶどう（宇佐市） など４か所

(森林環境税活用事業）

林産振興室

県産材販売強化総合対策
事業

就農意欲の喚起と就農後の定着を図るため、就農給付金（就農時４５

新

特

新

496,210

(724,398)

2,957

(0)

89,470

(107,300)

38,093

(0)

29,571

(30,142)

58,540

(57,987)

135
しいたけ増産体制整備総
合対策事業

椎茸の生産性向上と増産を図るため、生産基盤の整備や生産施設の近
代化に取り組む生産者等に対し助成する。（補助率 １／３～１／２）
・低コスト簡易作業路の整備
【新】作業路開設用掘削機やユニック車の導入
・人工ほだ場や発生ハウスなどの整備

林産振興室

集落・水田対
策室

134 企業等農業参入推進事業

県内外の異業種企業の農業参入を促進するため、候補地の選定から参
入決定後の農地整備に至るまで様々な段階での総合的な支援を行う。
・トラクターや格納庫等機械施設の整備に要する経費に対し助成
・農地・水利施設、鳥獣被害防止柵等の基盤整備に対し助成

131
市場ニーズに応える次世
代担い手組織育成事業

流通に明るく経営感覚に優れた若手農業者を育成し、県域生産者組織
の活性化を図るため、戦略品目ごとに流通体制、市場ニーズ、品質向上
等に関する研修会を開催する。
・対象品目 ピーマン、にら

おおいたブラ
ンド推進課

農山漁村・担
い手支援課

農山漁村・担
い手支援課

農業企業者や集落営農法人等への農地集積を図るため、中心経営体等
を集落ごとに定める「人・農地プラン」の作成を支援するとともに、土
地提供者に対し協力金を交付する。
【新】プラン作成に向けた地域内の合意形成を円滑に進めるため、市町
に地域連携推進員を配置する。

132 水田利用集積促進事業
集落・水田対
策室

130
新農業人材確保・経営継
承対策事業

就農意欲の喚起と就農後の定着を図るため、就農給付金（就農時４５
歳未満、年間１５０万円）を交付する。
・準備型（県が認定する研修生、最長２年）１０６人
・経営開始型（地域の担い手となる新規就農者、最長５年）２００人

高齢化により減少している椎茸生産者数を回復し、生産性を向上する

133
集落営農経営強化対策事
業

集落営農法人の経営基盤を強化するため、経営の共同化や資材の共同
購入などに取り組む法人連携組織等が行う農業機械の整備に対し助成す
る。（補助率 １／３）
・連携による大規模化 ２法人
・経営規模の拡大 １１法人
中山間地域で重労働となっている畦畔の草刈りの省力化を図るため、
集落営農法人がモデル的に行う芝を使用した緑化を支援する。

特

新

地

2,290

(0)

136
乾しいたけ生産効率化モ
デル事業

高齢化により減少している椎茸生産者数を回復し、生産性を向上する
ため、機械リースにより規模拡大を図る生産者に対し、機械安全操作研
修費やリース料に助成する。
・期間 ３か年
・補助率 １／２

林産振興室

地



331,073

(289,378)

26,851

(0)

○効率的で持続性のある生産基盤・環境づくり

11,253,534

(11,244,795)

83,846

(74,977)

831,091

(612,768)

草地畜産基盤整備事業

自給飼料生産を通じて安全・安心な畜産物を供給するため、草地基盤
や牛舎の整備等に対し助成する。
・久大豊肥地区（竹田市、九重町、玖珠町） 家畜衛生飼料

室

139 （公）農業農村整備事業

140

農業農村の振興に向けて、農道や用排水路等の生産基盤の整備ととも
に、集落道など生活環境の整備を行う。
老朽化した農業用水利施設の長寿命化を図るため、機能保全計画を策
定し対策工事を実施する。

農村基盤整備
課

138
魚類養殖業経営改善推進
事業

価格低迷により経営が悪化しているブリ類養殖業者の経営改善を図る
ため、低利な融資制度を創設する。
・融資枠 １０億円、融資利率 ０．３％
経営の合理化に向け、協業化を行う事業者に対し複合養殖に必要な種
苗代（ヒラマサ）や販促経費等に助成する。（補助率 １／３）

〔債務負担行為 ７，７５２千円〕

水産振興課

林務管理課141 林業専用道整備促進事業

林業の構造改革に向け、森林整備加速化・林業再生基金を活用し、森
林施業に特化した低コスト路網を整備する林業事業体に対し助成する。
（補助額 ２５千円／ｍ）
【新】林道の機能強化や国の災害復旧事業で採択されない林道の復旧を
行う市町村に対し助成する。（補助率 ４０％～５０％）

力強い林業事業体育成事
業

素材生産コストの低減など、林業の構造改革に向けて、森林整備加速
化・林業再生基金を活用し、林業事業体が行う機械整備などに対し助成
する。
・素材生産 ハーベスタ等の高性能林業機械導入を支援
・人材育成 素材生産の担い手育成を支援
【新】生産性の高い作業システムを構築する事業体が行うハーベスタ等
の改良に対し助成する。

林務管理課137

特

219,120

(219,120)

27,422

(26,926)

○地域資源を活用した農林水産業者等による新事業の創出

24,500

(0)

47,454

(2,896)

11,415

(8,094)

399,650

(46,200)

142 （再掲）再造林促進事業

持続的な森林経営の構築に向けて、従来の植樹本数を削減した低コス
ト再造林を行う森林所有者に対して、製材業界等と連携し、国庫補助に
上乗せして助成する。
・補助対象 植樹本数 1,000本以上2,000本以下（１haあたり）
・補助率 国５１％、県３２％、業界７％、森林所有者１０％

森林整備室

水産資源管理強化拡大対
策事業

水産資源の持続的利用を図るため、資源管理の取組を県内全域に拡大
し、強制力のある規制措置を講じるとともに種苗放流を拡充する。
・対象魚種 クルマエビ、イサキ、アワビ、アカウニ

おおいたブラ
ンド推進課

147
（公）小水力発電施設整
備事業

農業水利施設の維持管理費の負担軽減を図り、条件不利地域の営農継
続を支援するため、農業用水路等を活用した小水力発電施設の整備等を
行う。
・施設整備 元治水地区（由布市）、松木ダム（九重町）
・詳細調査 女子畑地区（日田市） など５地区

農村基盤整備
課

146
（再掲）県産粗飼料流通
拡大事業

県内での口蹄疫発生リスクの低減を図るため、畜産農家における県内
産稲わら利用率１００％の達成に向けて、県産粗飼料の品質向上や生産
規模の拡大に必要な機械整備等に対し助成する。（補助率 １／３）
【特】飼料コストを削減するため、焼酎粕濃縮液を活用した安価な子牛
育成飼料の導入実証を行う。

家畜衛生飼料
室

145

144
加工用原料産地拡大推進
事業

農業法人等の規模拡大や経営安定を図るため、県内食品加工企業へ安
定的に原料を供給する体制づくりに対し助成する。
・大型生産機械の整備（補助率 １／３）
・農地の大規模集積（上限５万円／１０ａ 補助率 １／２）

県産品加工販売促進事業

食品産業等との連携により農林水産物を活用した加工品開発を促進す
るため、首都圏のバイヤー等を対象とした商談会を開催する。
【新】「おおいた食料産業クラスター協議会（産業創造機構）」を通じ
て商品開発等を行う事業体を支援する。

おおいたブラ
ンド推進課

(森林環境税活用事業）

水産振興課

行う市町村に対し助成する。（補助率 ４０％～５０％）

143

新

(46,200) ・詳細調査 女子畑地区（日田市） など５地区



5,549

(7,106)

②商工業の活力創造
（単位：千円）

41,257,081

(41,775,859)

10,000

地域適性に応じた養殖の振興に向け、養殖業者の経営安定を図るため
県南でのイワガキや県北でのヒジキ・イタボガキ養殖など生産拡大を支
援する。 水産振興課

150

地域養殖業振興対策事業148

149 中小企業金融対策費

中小企業の設備投資や経営の安定化等を図るため、制度資金の貸付原
資を預託する。（新規融資枠 ８１０億円）
【新】中小企業円滑化法終了後の対策として、中小企業者の償還負担
を軽減する借換資金を創設（１００億円）
（融資限度額 1億6千万円、償還期間 15年以内）

【新】認定経営革新等支援機関がサポートする企業の経営力強化を図
る資金を創設（１０億円）
（融資限度額 5千万円、償還期間 運転5年･設備7年等）

【新】セーフティーネット保証５号業種縮小への対策として小口零細
資金の融資枠拡大(65→70億円)及び条件緩和(運転7→10年償還)
（融資限度額1,250万円、償還期間10年以内）

〔債務負担行為 １，０８１，４６２千円〕

経営金融支援
室

中小企業事業再生支援促

中小企業金融円滑化法終了後の対策として、中小企業の事業再生を支
援するため、中小企業基盤整備機構や県内金融機関と組成する事業再生
ファンドに出資する。 経営金融支援

事 業 名

平成２５年度
当初予算額
平成２４年度
当初予算額

当 初 予 算 の 概 要 所管課

特

10,000

(0)

900,000

(0)

31,619

(0)

2,908

(0)

4,146

(0)

5,531

(0)

（再掲）中小企業等事業
拡大・雇用創出事業

県内中小企業の事業拡大と雇用創出を図るため、国の緊急経済対策に
よる基金を活用し、企業の経営拡大や創業、地域雇用の受け皿づくり等
の取組を支援する。
・県事業５億円、市町村事業４億円

雇用・人材育
成課

152

工業振興課
国東七島イ生産体制整備
促進事業

国内唯一の産地である国東地域の七島イの生産・製織体制の強化に向
けた七島イ振興会の取組を支援する。
・商品開発、販路拡大、経営戦略など分野別アドバイザーの派遣
・専用自動織機整備への助成（補助率 １／２）

消費者の健康志向が高まる中、ヘルスケア関連の新たなサービス産業
を創出するため、健康ビジネスに係るビジョンを策定するなど、機運の
醸成を図る。
・健康ビジネス創出研究会の設置
・企業へのアドバイザー派遣
・可能性調査を行う企業への助成（補助率 １／２）

商業・サービ
ス業振興課

（再掲）豊後大野さとい
も産地活性化推進事業

工業振興課
園芸振興室

155

葉たばこの廃作に伴う転換作物として、豊後大野市が推進しているさ
といもの生産体制の強化、加工品開発と販路拡大の取組を支援する。
(補助率１／２)
・優良種苗供給体制の構築、栽培マニュアルの作成等支援
・小袋包装機の整備等への支援
・食品加工企業が行う商品開発や展示会出展経費助成

150

流通大手企業等からの需要に対応し、食品加工業の取引拡大と県内産
加工原材料の安定確保を図るため、中核企業への成長を目指す食品加工
企業が行う取組に対し支援する。
・施設設備の新増設に係る助成
（設備投資融資利子額の1/2及び雇用１人あたり30万円補助）
・衛生管理、品質管理セミナーの開催

中核食品加工企業育成事
業

工業振興課

151

温泉熱発電など再生可能エネルギー等の導入促進及びエネルギー関連
企業の事業拡大を図るため、県内金融機関と組成するファンドに出資し
専門的な投資判断が必要な事業に対し支援する。

154

中小企業事業再生支援促
進事業

ファンドに出資する。
・規模 ３０億円程度
・期間 ９年以内（２５年４月～３３年１２月）
・運営 大分ベンチャーキャピタル

経営金融支援
室

153
おおいたヘルスケア産業
創出支援事業

新

特

地

地

特

特

100,000

(0)
156
エネルギー産業参入促進
事業

・規模 １０億円
・期間 １０年以内（２５年４月～３４年１２月）
・運営 大分ベンチャーキャピタル

〔債務負担行為 １５０，０００千円〕

工業振興課



68,944

(67,597)

40,511

(0)

399,650

(46,200)

26,449

(17,697)

15,431

(15,055)

農村基盤整備
課

160
自動車関連産業企業力向
上事業

157
新エネルギー導入総合支
援事業

県内での新エネルギー導入に向けて、再生可能エネルギーを導入する
ため、企業や地域が実施するモデル事業に対し助成する。
・中小企業、地域、自家消費モデル事業への助成（補助率 １／３）
【特】地域振興に寄与する地熱利用設備整備に対する助成等を行う。
・地熱利用モデル支援（２件）、温泉熱ﾊﾞｲﾅﾘｰ発電可能性調査等

工業振興課

161

県内自動車関連企業の底上げを図るため、大分県自動車関連企業会を
推進母体とする技術力向上や人材育成及び受注獲得機会増大のための取
組を支援する。
【特】県内企業の独自技術の開発と生産設備改良技術の向上を図るため
技術者養成講座を開設する。（１０人）

産業集積推進
室

産学官連携により培った電磁力の応用技術を、地場企業の製品開発や

医療関連産業参入促進事
業

医療機器生産拠点づくりに向け、地場企業の医療分野への新規参入を
促進するため、セミナーの開催や企業への訪問指導を行うとともに、大
学等との連携による医療機器開発経費に対し助成する。
・研究開発（補助率 ２／３）
・アドバイザー派遣
【新】新医療・福祉機器開発作業部会の開催など

産業集積推進
室

159
（再掲）
（公）小水力発電施設整
備事業

農業水利施設の維持管理費の負担軽減を図り、条件不利地域の営農継
続を支援するため、農業用水路等を活用した小水力発電施設の整備等を
行う。
・施設整備 元治水地区（由布市）、松木ダム（九重町）
・詳細調査 女子畑地区（日田市） など５地区

158
省エネルギー等導入総合
支援事業

原発稼働停止に伴う電力不足や電気料金の値上げなど、電力不安に対
応するため、中小企業等が行う省エネ設備等の導入や未利用エネルギー
の有効活用を促進する。
・省エネ、創エネ、蓄エネ設備導入助成（補助率 １／３）
・省エネコーディネーターの配置（１人）
・未利用エネルギー可能性調査 など

工業振興課

特

特

28,171

(0)

914,969

(749,116)

1,250,511

(1,258,570)

4,534

(4,034)

15,034

(19,930)

16,161

(14,795)

街なかにぎわいプラン推
進事業

商店街の魅力や集客力向上を図るため、地域特産品を使った新商品開
発又は地域の文化や芸術等を活用した斬新なプランを公募・顕彰すると
ともに、事業化を支援する。
・一般枠（最優秀賞１点 １００万円、優秀賞１点 ５０万円）
・学生枠（最優秀賞１点 ４０万円、優秀賞２点 ２０万円）

商業・サービ
ス業振興課

商工会、商工会議所が行う経営改善普及事業に要する経費及び商工会
連合会が行う商工会指導事業に要する経費に対し助成する。
【新】アンテナショップ「わくわく館」での地域産品販路開拓支援
【新】全国高校総体の県内各会場での地元特産品等の販売・ＰＲ支援

企業立地推進
課

163 企業立地促進事業

戦略的・効果的な企業立地を推進し、先端ものづくり産業等の集積を
図るため、誘致企業の投資額の一部に対し助成する。

〔債務負担行為 １，２００，０００千円〕

166

商工労働企画
課

162
電磁力応用技術活用推進
事業

産学官連携により培った電磁力の応用技術を、地場企業の製品開発や
取引拡大に活用するため、大分大学等との連携による共同研究等を推進
する。
・磁気特性評価測定技術の国際標準化
・地場企業の新技術・新製品開発促進研究会の設置
・電磁力応用技術センターの設置 など

産業集積推進
室

164 小規模事業支援事業

県産品販路開拓支援事業

首都圏フラッグショップ「坐来大分」等を活用し、県産品の販路開拓
に繋げるため、専門家の総合コーディネートによる販売促進とともに、
多様なメディアを利用した顧客開拓などを行う。
【特】坐来料理長監修による首都圏向け新商品の開発
【特】臨時サテライトショップの開設（秋葉原、渋谷）

商業・サービ
ス業振興課

167

個性的商店街づくり推進
事業

商店街の活性化を図るため、相乗効果の見込める伝統行事等の地域資
源との連携や域外への情報発信など、新たな取組を行う商店街振興組合
等に対する助成を拡充する。（補助率 １／２）
・４か所→６か所

商業・サービ
ス業振興課

165

特



57,725

(19,576)

6,668

(6,446)

19,672

(19,199)

3,699

(11,203)

150,000

(0)

雇用・人材育
成課

168 産業人材確保等支援事業

新規学卒者（高校生、大学生等）の県内就職を促進するため、合同企
業説明会や面接会等を実施する。
県外進学者に対し、県内企業の魅力発見バスセミナーや東京、大阪、
福岡での合同企業ガイダンスを開催する。
【特】中小企業の採用力向上と即戦力人材のＵＪＩターン促進を図るた
め、「産業人材サポートセンター(仮称)」を民間委託により設置する。
・県内中小企業採用戦略の作成支援
・県外デスク（東京、大阪、福岡）の設置
・官民共同の企画・評価会議の設置 など

雇用・人材育
成課

169 女性の就労総合支援事業

女性の継続就業や再就職の環境整備を推進するため、女性の就労につ
いて総合的な支援を行う。
【特】就職活動中のアイネス無料託児サービス拡充(週３日→５日）
【特】仕事と子育て両立モデル事例の紹介
・企業向け女性登用・活用シンポジウムの開催
・管理職を目指す女性に対するキャリアアップ研修 など

県民生活・男
女共同参画課

産業集積推進
室

172
（再掲）半導体関連産業
雇用創造事業

半導体関連企業離職者の県内再就職を支援するため、関係機関で構成
する協議会を設置し、離職者の能力開発や受入先企業の雇用拡大の取組
を支援する。
・離職者向け 採用前研修、異業種チャレンジ講座
・企業向け 採用後研修、新分野進出、新技術開発等への支援等

170

171
ワーク・ライフ・バラン
ス実践支援事業

ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）を推進するため、中
小企業へのアドバイザー派遣を行うほか、子育て環境の整備に向けて男
性の育児休業取得を促進する企業を支援する。
【新】企業の経営戦略としての啓発セミナー等を開催する。
・実践トップセミナー、県民セミナー

労政福祉課

女性の再就職チャレンジ
支援事業

女性の再就職を支援するため、医療、介護、ＩＴの職業訓練コースの
充実と併せて、訓練期間中の保育料支援等を拡充する。
・保育料助成 ９５人→１０７人
・母子家庭等対象訓練 ２０人→２１人
・託児付き職業訓練 ４０人

特

(0)

2,915,083

(2,170,439)

494,747

(502,216)

③ツーリズムの展開、海外戦略の推進
（単位：千円）

70,133

(0)

120,101

(93,046)

173
（再掲）緊急雇用創出事
業

緊急雇用創出基金を活用し、離職者等に向けた一時的な雇用・就業機
会を創出する。
・県事業 ５８事業 1,621,858千円 新規雇用 660人
・市町村事業 １１１事業 1,293,225千円 新規雇用 374人

雇用・人材育
成課

174
（再掲）離職者等能力開
発促進事業

離転職者の再就職を促進するため、民間専門学校における職業能力開
発訓練を拡充する。
・訓練コース ９０コース
・訓練対象者 １，６５６人
・訓練期間 ３か月以上

雇用・人材育
成課

事 業 名

平成２５年度
当初予算額
平成２４年度
当初予算額

当 初 予 算 の 概 要

175
おおいた地域ブランド力
アップ推進事業

大河ドラマ「軍師官兵衛」や県立美術館開館など全国的に注目が集ま
る機会を捉え、おおいたの情報を県外のテレビ、新聞等で発信するとと
もにイベントも集中実施し、観光誘客や県産品の販路拡大につなげる。
・メディアおおいたウィーク 福岡（９月、２月）、大阪（１０月）

広報広聴課

ツーリズム戦略総合対策
事業

魅力ある観光地づくりに向けて、次世代リーダーを養成するツーリズ
ム大学の実施やガイドボランティアの育成を行う。
【特】観光誘客を促進するため、「日本一のおんせん県おおいた」を統
一イメージとする観光キャンペーンのほか、ＪＲとの連携による情報発
信や大河ドラマを契機とした商品造成等を行う。

観光・地域振
興課

ツーリズム戦略を着実に推進するため、圏域別の観光ニーズを踏まえ
た誘客対策を実施する。
・福岡圏域 ﾌﾘｰﾍﾟｰﾊﾟｰやWEBによる旬の情報発信、バスツアー造成 観光・地域振

176

所管課

・企業向け 採用後研修、新分野進出、新技術開発等への支援等

特

87,468

(53,878)

177 国内圏域別誘客促進事業
・福岡圏域 ﾌﾘｰﾍﾟｰﾊﾟｰやWEBによる旬の情報発信、バスツアー造成
【特】関西圏域 大阪駅プロモーション、ＪＲキャンペーン（協賛）
【特】首都圏域 富裕層向けこだわりツアー造成 等

観光・地域振
興課



7,566

(0)

36,774

(0)

2,853

(0)

49,817

(33,000)

20,393

(13,956)

児童の外国文化への理解やコミュニケーション能力の向上を図るため
留学生等との交流活動を行う。

178 ＭＩＣＥ誘致推進事業

県外からの大規模な誘客を図るため、大型コンベンションや企業旅行
など、ＭＩＣＥ誘致を推進する。
・会場視察、開催経費等への一部助成（限度額１００万円）
・旅行会社の県内ツアーの商品造成に助成（１回あたり１０万円）

（２５年度庁内ベンチャー事業）

観光・地域振
興課

179
国内航空路線拡充・定着
化促進事業

新規就航する国内ＬＣＣ（格安航空会社）の路線定着を図るため、大
分航空ターミナル(株)が行う搭乗者数に応じた奨励金の交付に対し助成
する。
・成田～大分線（３／３１～、１～２便／日）

182 海外戦略総合対策事業

今後も成長が見込まれるアジアの活力を取り込み、本県産業の活性化
を図るため、海外戦略に基づき、重点国・地域での県産品や観光など一
体的プロモーションを実施するほか、県内企業の海外展開を支援する。
【新】中国湖北省との職員相互派遣研修
・海外キーマンの招聘、留学生等による海外ネットワークの構築
・香港プロモーション など

国際政策課

180
東九州自動車道関連観光
振興対策事業

東九州自動車道（蒲江～北浦間）の開通を契機として、宮崎県方面か
ら県南地域への誘客に向けた観光ＰＲを強化する。
・宮崎県内のコミュニティ誌やフリーペーパーでの広報
・海産物や真珠の加工体験メニューの開発 など

観光・地域振
興課

181 海外誘客促進事業

韓国・中国をはじめ東アジア地域からの誘客を促進するため、ツーリ
ズム戦略に基づき、アクセス情報の提供や旅行商品の造成を行う。
さらなる増加が見込まれる中国・韓国等からの大型観光クルーズ船の
寄港にあたり、受入態勢の整備や乗客への観光ＰＲなどを行う。

観光・地域振
興課

交通政策課

特

特

地

2,041

(2,041)

183
小学生国際交流活動推進
事業

留学生等との交流活動を行う。
・大学キャンパス１日留学 １５校
・留学生等との交流会 １５校
・大分国際車いすマラソン外国人選手との交流会 ７校
・子ども国際交流キャンプ ５・６年生５０人

義務教育課


